
平成３０年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

障害福祉課A104
障害者スポーツ大会
等参加促進事業

　障がい者の更生意欲の向
上及び社会参加の機会を促
進する。

・デイケアクラブの実施
・精神障害者を対象に社会参加(機
会づくり・仲間づくり)のための講
座やイベントを開催
・チャレンジパーソンスポーツの開
催
・障害者を対象としたチャレンジ
パーソンスポーツの開催や県障害者
スポーツ大会・作品展示会などへの
参加を支援

574 〇

障害福祉課

・圏域ごとに県が設置している障害者
就業・生活支援センターとの連携・強
化を図る。
・市の就労支援員が行っている就労相
談を障害者就業・生活支援センターの
相談員と月１回実施する。
・平成30年度中にチャレンジドオフィ
スを開設し、市役所内で就労支援の取
組を実施する。

A103
障害者雇用・就労支
援事業

　障がい者の一般就労の機
会拡大を図ることを目的に
障害者が安心して働き続け
られるように就労面の支援
を行う。

・障害者就労支援員の設置
・障害者職場実習奨励金の交付（6
件）

1,899

　障がい者の雇用促進を図っている
が、なかなか就労に結びつけるのが
難しい。

○

④業務プロセスの改善

障害福祉課
　平成30年度より相談支援員を増員す
るため、指定管理料を見直す。A102 障害者相談支援事業

　障がい者及びその家族か
らの相談を受け、その対応
策を指導・助言及び支援を
する。

・障害者支援センターの施設管理
・障害者福祉事業及び相談

7,208

　年々相談件数が増加しており、処
遇困難ケースもあることから、相談
支援員の増員が必要である。

○

⑫その他

障害福祉課

・紙おむつの支給については、平成27
年度に月120枚から90枚に見直しを
行っているため、平成30年度は現状維
持とする。
・その上で、実績や近隣市等の状況、
支給方法を踏まえ、助成額や支給方法
のあり方等について、平成３１年度予
算に反映できるよう、平成30年度中に
検討する。

A101
障害福祉サービス事
業

　障がいのある人が住み慣
れた地域で安心して暮らせ
るようにする。

・身体障害者福祉センターの事業
・福祉タクシー券の交付（３８９
冊）
・紙おむつ給付（月実人数の年間計
２３３人）

14,262

　行政経営指針及び行政経営改革実
施計画において、扶助費の見直しが
位置付けられており、また、平成
30年度市長指示事項においても市
単独の扶助費の見直しが指示されて
いる。

〇

②手段・サービス水準の見直し

今後の方向性
担当部課現状

継続
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継続
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分野 健康・福祉 小分野 １　障がい者福祉 評価対象年度 Ｈ２９年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）



平成３０年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

課題

分野 健康・福祉 小分野 ２　高齢者福祉 評価対象年度 Ｈ２９年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

高齢者福祉課

　産業振興課と協働で実施し、若者か
ら高齢者までを対象としたイベントと
して開催する。就労部門の参加企業募
集を産業振興課（商工振興班）が担当
し、ボランティアや生活支援体制の担
い手募集、介護事業所の求人、当日の
講座テーマの設定については、高齢者
福祉課（地域包括支援センター）が担
当して実施する。

A201
高齢者就労等マッチ
ング事業

　就労やボランティア活動
を通して、高齢期になって
も、生きがい・やりがいの
ある生活を継続し、健康寿
命の延伸を図る。また、高
齢者を積極的に雇用する企
業を増やし、新たなボラン
ティアの場を発掘・創造す
る。

　60歳からの就労・ボランティア
マッチング＊イベントを開催。

265

・イベント周知
・集客（60歳以上の関心の高い講
座内容の設定）
・参加企業の業種の充実

○

③他事業との連携・統合　

A202 高齢者在宅福祉事業

　高齢者の日常生活を支援
する。

・外出支援サービス
　　利用者37名
・給食サービス
　　利用者59名
・緊急通報装置の貸与
　　利用者344名
・軽度生活援助サービス
　　利用者42名
・紙おむつ等の支給
　　利用者332名
・寝具乾燥消毒サービス
　　利用者1名
・訪問理美容サービス
　　利用者7名
・徘徊高齢者家族支援サービス
　　利用者1名、使用回数0回
・高齢者住宅改造費助成事業
　　利用者5名
・福祉タクシー事業
　　利用者211名
・ショートステイ事業
　　利用者1名

35,100

・介護予防手帳
　家族や救急隊が緊急時速やかに情
報の引継ぎができることを目的に、
大きく丈夫で目立つ色のファイルを
使用し、かかりつけ医などの情報記
載欄を設けているが、置き場所が各
個人により異なるために、緊急時に
あまり活用されていない。

○

②手段・サービス水準の見直し

○

②手段・サービス水準の見直し

・高齢者住宅改造費助成事業
　介護保険制度への上乗せサービスの
必要性について、平成３０年度中に検
討する。
・紙おむつ等の支給
　紙おむつの支給については、平成２
７年度に月１２０枚から９０枚に見直
しを行っているため、平成３０年度は
現状維持とし、助成額や支給方法のあ
り方等について、平成３０年度中に検
討する。

　介護保険の普及により、介護保険
サービスでまかなえる支援サービス
と市独自に提供しているサービスが
類似しているため、市独自のサービ
スの必要性について検討する必要が
ある。

A203
介護予防普及啓発事
業

　介護予防に関する知識の
普及を行い、高齢者が要介
護状態になることを予防す
る。

・介護予防講演会の開催
・介護予防月間イベントの開催
・脳の元気度測定会の開催
・運動・栄養・口腔・認知症予防等
の介護予防教室の開催
・介護予防手帳の配布
・梨トレ体操の普及
・出前出張講座の実施
・介護予防推進委員の育成

4,586

高齢者福祉課

高齢者福祉課

・介護予防手帳
　緊急時の備えについては、家庭では
冷蔵庫に情報を入れたボトルを保管す
る方法を推奨していくこととし、手帳
の配付は在庫限りで廃止する。



課題
事業

コード
事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況

Ｈ29
事業費

（千円）

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

A204
介護支援ボランティ
ア事業

　高齢者がボランティアを
行うことで、社会参加・地
域貢献を果たしながら、自
らの介護予防を目指す。

・ボランティアの登録
・事業の実施

1,955

　現状、直営地域包括支援センター
については、担当圏域の①～③業務
のほか、地域包括ケアシステム構築
に向けた各種事業に取り組んでい
る。
第7期計画中（平成30年度～平成
32年度）は、現状の箇所数・運営
形態（直営１・委託２）とする方針
だが、第8期計画（平成33年度
～）以後、高齢者人口の増加や地域
包括ケアシステムの構築に向けた事
業の充実を踏まえて、運営形態の検
討を行う必要がある。

○

⑫その他

　事業の周知を図るとともに、事業の
対象施設を介護施設以外へ拡大するこ
と等を検討する。

　ボランティア登録者リストの整理
及び受け入れ先を増やすことを検討
する必要がある。

A205
地域包括支援セン
ター運営事業

　高齢者が住み慣れた地域
で安心して暮らすことがで
きるようにする。

　高齢者人口の増加に伴い、平成
29年度に地域包括支援センターを
2か所増設（直営1か所・委託2か
所）し、各地域包括支援センターに
おいて、以下の業務に取り組んだ。
①総合相談支援業務（地域における
ネットワークの構築・高齢者の実態
把握・初期対応及び継続的な相談支
援対応）
②権利擁護業務（成年後見制度の利
用促進・老人福祉施設等への措置の
支援・高齢者虐待や困難事例への対
応・消費者被害の防止等）
③包括的・継続的支援業務（包括的
継続的なケア体制の構築・地域の介
護支援専門員のネットワークの活
用・介護支援専門員に対する個別指
導相談等）

46,235 〇 高齢者福祉課

高齢者福祉課
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分野 健康・福祉 小分野 ３　子育て支援 評価対象年度 Ｈ２９年度

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）
課題

○

②手段・サービス水準の見直し

子育て支援課

　他市の情報を収集し、見直しを行っ
ていく。

A301
ママヘルパー派遣事
業

　家庭における子育てを支
援する。

　産後家事、育児等の支援、援助を
必要とする世帯に対し、ヘルパーを
派遣し育児指導、家事等の支援事業
をすることにより褥婦の肉体的、精
神的負担を軽減し産後の生活を支援
した。
利用実績：22名　241回
　　　　　352時間

1,801

　専門的な支援を必要とする家庭へ
のヘルパー派遣について、国のガイ
ドラインに合わせた見直しが必要で
ある。

○

③他事業との連携・統合　

子育て支援課

　家庭児童相談業務などと連携し、制
度の周知を図る。

A302
子育て支援事業等利
用助成事業

　家庭における子育てを支
援する。

　生後６箇月から１０歳未満の子ど
もを養育している低所得世帯等に対
し、一時保育、ファミリーサポート
センター、まごころサービスの利用
料の一部を助成した。
・ファミリー・サポート・センタ 
利用86,560円（助成内容Ｈ29年3
月～Ｈ３０年３月、実４人）245
時間

87

　窓口にて事業の説明や資料の配布
を行っているが、他事業と連携し、
更なる周知が必要である。

○ 子育て支援課A303
ひとり親家庭支援事
業

　ひとり親家庭等（母子・
父子家庭、養育者家庭、寡
婦）の生活等を支援する。

１　母子生活支援施設入所委託
　 入所世帯２世帯（継続）
２　助産施設入所事業
　 入所件数0件
３　自立支援教育訓練給付金
　 給付件数0件
４　高等職業訓練促進給付金
　 給付者数4名
５　終了支援給付金
　 給付件数1件
６　ひとり親家庭等日常生活支援
　 利用者１名
７　ひとり親家庭等医療費等助成
　 通院・調剤2,401件
　 入院日数308日

18,213



今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）
課題

○

①目的（対象・意図）の再設定

子育て支援課

　センターは、現在、相談支援事業及
び指定通所支援事業に該当する「児童
発達支援事業」と「放課後等デイサー
ビス事業」を行っている。今後より一
層必要とする支援の要請に対応するた
めには、「児童発達支援事業」と「放
課後デイサービス事業」の２事業をど
のように運営していくか検討する必要
がある。また民間活力の導入なども検
討する。
○平成30年度：調査・検討

A304
こども発達センター
事業

　心身の発達や成長に心配
のある子どもや心身障がい
児の地域社会への適応力を
養うとともに、保護者の精
神的・肉体的負担を軽減す
る。

　心身の発達や成長に心配のある子
どもや心身障がい及びその保護者に
対し、相談・指導・訓練を行った。
・年間指導日数230日
　グループ利用児1,207名
　個別指導児2,169名
　　計3,376 名（契約児）
・年間利用人数3,463名

40,125

　発達・発育に不安を抱えている保
護者が増加傾向にあるため、他機関
と共に、センター事業を今後継続し
ていく必要がある。すべての対象者
への支援の実施回数の頻度が少ない
ことから、施設としての運営方針の
検討が急務である。

○

②手段・サービス水準の見直し

保育課

　子育てに関する相談だけではなく、
保育コンシェルジュのような、就労状
況により、その家庭のニーズに合わせ
た保育サービス（保育園・幼稚園・一
時保育・ファミリーサポートセン
ター・子育て支援センター）を案内す
るとともに、子育て支援課・健康課と
連携して相談を行っていく。A305

地域子育て支援拠点
事業

　地域における子育てを支
援する。

　家庭で子育てをしている保護者同
士の交流の場の提供や子育てに関す
る情報提供、相談、指導、講習会な
ど行った。また、保護者のサークル
の支援やサークル作りの援助を行っ
た。
・清水口保育園　　6,060人
・南山保育園　　　4,391人
・白井ふじ保育園　1,673人
・はなぶさ保育園　2,301人
・こざくら保育園　4,395人
　その他、地域で子育てをサポート
したい人と、子育てをサポートして
ほしい人と、両方できる人とで組織
するファミリーサポートセンターの
運営を行った。

22,605

　支援センターやつどいのひろばに
来園できない保護者の、支援を考え
る必要がある（孤立化しないような
配慮が必要である）。また、様々な
保護者のニーズに応えられるよう、
相談支援の強化が必要である。

○

②手段・サービス水準の見直し

保育課

　障害児等保育加配保育士補助事業を
周知徹底し、補助金の活用及び障害児
保育の積極的な受入を促す。

A306
私立保育園等補助事
業

　私立保育園等の運営費の
費用負担軽減を図る。

　私立保育園へ補助金を交付すると
ともに、保育定員を増加させる保育
園や保育士を加配する保育園に対し
て、運営経費等を補助した。

平成29年度実績
ひまわり、はなぶさ、白井ふじ、こ
ざくら保育園に各1名

32,728

　障害児保育のニーズが高まってい
るが、十分に充てられる保育士を確
保することが財政面から見ても困難
であるため、私立保育園での受入が
難しい状況にある。

○ 保育課A307 一時保育事業

　保護者の就労形態の多様
化や核家族化、女性の社会
進出の増加に伴う保育ニー
ズに対応する。

　公立保育園で一時保育を行う。
・清水口保育園　1498人
・南山保育園　　1647人
（延べ人数）

6,226



今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）
課題

○ 保育課A308 家庭的保育事業

　多様な主体による保育
サービスの普及促進と待機
児童の解消を図る。

　平成２８年度末で事業を廃止

○ 保育課A309 私立幼稚園振興事業

　私立幼稚園教育の振興や
経営の健全化を図る。

　私立幼稚園の運営費に対し一部補
助した。
　また、私立幼稚園設置者が保護者
に対し保育料・入園料を軽減した場
合において、就園奨励費補助金を交
付した。
・私立幼稚園運営費補助金　６園
・私立幼稚園就園奨励費補助金
３２園（９９１人）

139,525

○ 保育課A310 保育園食育推進事業

　適切な食生活の知識を普
及する。

・保育園において食事のマナーの指
導、季節の野菜を使った献立を実践
した。
・年間を通して、プランターや園内
の畑で野菜の作付け及び収穫体験を
実施した。
・年長児は給食食材の下準備（皮む
き）を手伝ったり、簡単な調理実習
（おはぎ作り、ジャム作り等）を
行った。

37



平成３０年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

分野 健康・福祉 小分野 ４　福祉相談・支援 評価対象年度 Ｈ２９年度

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）
課題

○ 子育て支援課A401 家庭児童相談事業

　保護者の育児不安の軽減
や、児童の健全育成を図
る。

　18歳未満の児童からの相談や
児童の保護者からの相談に対応
し、子育てに関する助言やサー
ビス利用に係る情報提供を実
施。
・家庭児童相談の実施
 　延べ3,960件

3,844

○

①目的（対象・意図）の再設定

社会福祉課

　事業内容の見直しにより保健福祉相
談室が廃室となったが、各種制度の狭
間の問題を抱える人からの相談に対応
し、情報提供などの支援を行ってい
く。

A402 保健福祉相談事業

　市民が安心して生活でき
るようにする。

　市民からの健康や福祉に関す
る相談に対応し、困りごとの解
決に関する助言やサービス利用
に係る情報提供を実施。
・保健福祉相談の実施：延853
件
・健康福祉部連絡調整会議の開
催：12回

419

　高齢者・障がい者・児童・ひとり
親家庭等の福祉や健康に関する総合
的な相談体制の充実が法の改正等に
より図られてきたことで保健福祉相
談事業の見直しが必要となった。

○

③他事業との連携・統合　

社会福祉課

　行政組織の見直しにより、ＤＶ防止
対策事業との連携を図り関係課・関係
機関との連携強化を図っていく。

A403 虐待防止対策事業

　関係機関と連携し児童や
高齢者、障害者等の虐待問
題の早期発見、早期対応を
行う。

・ネットワーク会議開催(代表者
会議：2回、担当者会議：12回)
・広報誌やホームページ、自治
会回覧による虐待に関する周
知・啓発(広報誌掲載：1回、自
治会回覧：1回)

13

　虐待や暴力の早期発見・早期対応
については、それぞれの担当部署の
業務実施や関係機関などとの情報共
有により、連携が図れているが、虐
待等の未然防止に関して、各機関の
役割の再確認や連携強化を図ってい
くこと、また、市民への意識啓発が
必要である。

○

⑫その他

社会福祉課

　広報しろいやホームページでの案内
や関係課への周知を強化して、日常生
活で心に不安を抱える人が気軽に相談
できるようにし、精神的な負担の軽減
が図れるようにする。

A404 こころの相談事業

　精神的な不安を抱える人
やその家族が気軽に相談で
きるようにする。

・医師によるこころの相談：延
15件（新規13/継続2）
・精神保健福祉士によるこころ
の相談：延79件（新規18/継続
18） 727

　精神保健福祉士によるこころの相
談について、相談の延べ件数につい
ては、大きな変動はないが、新規相
談者件数が減少傾向（Ｈ26：40
人、Ｈ27：24人、Ｈ28：33人、
Ｈ29：18人）となっている。

○

②手段・サービス水準の見直し

社会福祉課

　家庭にひきこもっている子どもや若
者が相談しやすい方法（ラインによる
相談）の構築を自治会、民生委員、児
童委員など地域の状況を把握している
方々との連携の充実を図っていく。

A405
生活困窮者自立支援
事業

　様々な原因により経済
的・社会的に生活に困窮す
る者を、早期に把握し支援
することで、生活保護の受
給に至る前の段階で、社会
とのつながりを形成し、自
立した生活が送れるように
する。

・生活や仕事に関する相談の実
施：250件
・支援調整会議の実施：12回
・法律セミナー等の実施：1回
・任意事業の実施に関する調査
研究

12,987

　ニート・ひきこもりついては、そ
の多くが親などの家族からの支援に
より生活している状況と考えられる
が、親亡き後の生活について、早期
から対応が必要である。



今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）
課題

○

⑥市民等との協働を導入・拡大

企画政策課

・地域において外国人住民に対し、ど
のような支援が必要か把握・調査を行
う。（関係各課からも情報収集する）
・平成29年度から開始した日本語教室
事業について、30年度から夜間コース
を新たに開始する。また、指導方法を
原則マンツーマンから、少人数指導に
移行し、受け入れ生徒数を増やす。

A406 外国人支援事業

　外国人市民が言葉や生活
習慣の違いにより生活に困
ることなく安心で快適な生
活ができるようにする。

・外国人相談の実施
・広報しろい英語版の発行
・外国人向け日本語教室の開催

800

　白井市に在住する外国人市民は、
平成29年12月末現在で1069人。
前年比は25%の増となっている。3
年間で260人が増加する中、外国
人市民が日常生活を送る上で、言葉
の問題が壁となり困っている様子が
表れているほか、外国人相談も増
加・多様化している。委託事業化し
た日本語教室については、新たに新
設した夜間クラスで、受講者が増加
しており、今後支援内容、方法を検
討していく必要が生じている。

○

⑫その他

企画政策課

　DV相談は福祉関係部署と連携するこ
とが多いことや対応する専門職員が配
置されていないことから、DV相談の実
施については、H30年度より社会福祉
課に移管。

A407 DV防止対策事業

　DVについての市民の理解
を進め発生を予防するとと
もに、DV被害者の安全確
保・自立支援を図る。

・DV相談の実施
・女性生き生き相談の実施
・女性のための支援講座の開催
・緊急一時避難補助支援金
・DVに関する啓発の実施 610

　男性被害者への支援が求められて
いる。



平成３０年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

分野 健康・福祉 小分野 ５　健康づくり 評価対象年度 Ｈ２９年度

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）
課題

○

②手段・サービス水準の見直し

健康課

・こころの健康づくりについては、新
たな教室を実施し、心の健康の保ち方
の周知啓発とともにサポーターとなる
人材を育成する。
・関係課と連携し、市民への喫煙の害
や禁煙支援の情報について、広報や
ホームページ等を活用し、周知する。

A501 健康生活支援事業

　市民の生活習慣病予防、
健康の維持・増進を支援
し、市民が自身の健康を守
り高めることができるよう
にする。

・生活習慣病予防教室やCOPD
予防教室等の各種健康教育の実
施
・市内公共施設の敷地内禁煙を
進めるため関係機関との調整を
実施
・保健福祉センター等での健康
相談の実施
・健康づくり講演会において生
活習慣病予防の周知啓発を実施
・成人式参加者へこころの健康
の啓発を実施

326

・こころの健康は啓発のみとなって
おり、サポーターとなる人材の育成
が図れていない。
・受動喫煙防止対策・禁煙支援の一
環として、喫煙の害や禁煙支援の情
報について広く市民に周知する必要
がある。

○

②手段・サービス水準の見直し

健康課

<健康増進ルーム>
・平成30年度の減免の見直しに合わせ
て受益者負担の在り方を検討する。
・新たなマシン等の購入を中止する。
・マシン以外のストレッチや筋力ト
レーニング教室など自宅でできる運動
メニューを中心に提供を行う。
・施設利用状況を踏まえた開所日数の
減少、開所時間の短縮を段階的に行
う。
・病院リハビリ終了後の自主トレーニ
ングの場としての提供の充実が図れる
ように医療機関等への働きかけを行
う。
<自殺対策計画>
・自殺対策計画を平成30年度に策定す
るため、健康づくり推進協議会に専門
委員を設置する。
＜ウォーキング教室＞
・健診の事後指導などを通じ、運動習
慣の改善が必要な市民に対して周知す
る。

A502
健康づくり普及推進
事業

　市民の健康増進と健康意
識の向上を図り、心身とも
に健康で充実した生活によ
り健康寿命を延ばす。

・健康づくり推進協議会の実施
・健康増進ルーム利用者アン
ケートの実施及び運営方法見直
しの検討
・市自殺対策計画の計画策定ス
ケジュールの決定
・ウォーキング教室の開催

13,877

・健康増進ルームの受益者負担のあ
り方についての検討及び施設利用状
況を踏まえた運営方法の見直しが必
要である。
・市自殺対策計画を策定するため専
門的な助言が必要である。
・健康づくりに効果のある正しい
ウォーキングを多くの市民に周知す
るため、新規の参加者を増やす必要
がある。



今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）
課題

○

②手段・サービス水準の見直し

健康課
保険年金課

・市内歯科医療機関に歯科健（検）診
受診啓発ポスターの掲示を依頼する。
・介護施設等の管理者に対して施設の
歯科健診受診等の実態状況調査を実施
する。

A503
歯科口腔保健推進事
業

　生涯を通じた歯と口の健
康の保持増進や、歯科疾病
の早期発見・早期治療につ
なげる。

・幼児、歯周疾患・妊婦、後期
高齢者の歯科健（検）診の実施
・保育園、小学校等の歯科指導
の実施
・年末年始歯科診療の実施
・しろい歯みがき隊（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ）
活動の実施

3,458

・歯科健（検）診のさらなる受診率
の向上が必要である。
・介護を必要とする人等の歯科健診
受診状況等の把握が必要である。

○

②手段・サービス水準の見直し

健康課

・参加人数の向上や参加者層の拡大の
ため、教室内容、定員等の運営方法を
変更して実施する。
・飲食店や販売店と連携し、健康な食
に関する普及啓発を行う。

A504
食からの健康づくり
支援事業

　子どもから高齢者までの
市民が、望ましい食生活の
知識を学び、健全な食生活
を実践できるようにする。

・各種料理教室、離乳食教室の
実施
・食生活改善推進員の養成及び
推進員活動の支援
・保育園や幼稚園、他課や各セ
ンターと連携した食育支援
・おすすめレシピ等各種媒体に
よる食育の啓発

1,346

・各種料理教室は参加人数や参加者
層が限られており、幅広い層への支
援ができない。
・市民が食に関する情報を得る場や
機会が少ない。

○

②手段・サービス水準の見直し

健康課
　妊娠届出書などの問診項目を見直
し、ハイリスク妊婦へ個別計画をたて
て、継続的に支援していく。

A505 母子保健推進事業

　妊産婦及び乳幼児の健康
管理、妊娠･出産･育児に関
する不安の軽減や仲間作り
を促す。

・妊婦健診、乳児健診の助成
・幼児健診、育児相談、新生児
訪問の実施
・子育てサークルや母子保健推
進員活動への支援

54,689

　身体的なハイリスクだけでなく、
社会的な問題などを重複した妊婦や
子育て世代が増えており、安心安全
な出産や、虐待予防の支援が必要な
ケースが増えている。



今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）
課題

○

②手段・サービス水準の見直し

健康課

・集団検診において乳がん検診と子宮
頸がん検診、大腸がん検診においては
従来の胃がん検診の他に4日間を特定健
診と土日実施を含め同時実施日を増や
し（計77日間）受診機会の拡充を図
る。

A506 健（検）診事業

　「健康増進法」及び「感
染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法
律」に基づき、各種健(検)診
を実施し生活習慣病の予防
や疾病の早期発見と早期治
療を図る。

○各種健(検)診（72回）の実
施。
・胃がん検診(40歳以上)受診
率：21.3％
・大腸がん検診(40歳以上)受診
率：32.5％
・肺がん・結核検診(40歳以上)
受診率：40.7％
・子宮頸がん検診(20歳以上女性
で隔年実施)受診率：26.9％
・乳がん検診(30歳以上女性で隔
年実施)受診率：36.5％
・前立腺がん検診(50歳以上男性
で偶数年齢)：279人
・肝炎検査(40才以上)：401人
・医療保険未加入者への健診(40
才以上)：5人
・後期高齢者健診(75歳以上)：
1,680人
○がん予防、がん検診の受診啓
発、大腸がん検診再勧奨の実施
○精密検査未受診者への受診勧
奨の実施

61,123

　国の目標としているがん検診受診
率50％には至っていない。

○

②手段・サービス水準の見直し

保険年金課

・現在行っている集団検診方式の他に
　個別検診方式の導入について検討を
　行う。

・平成29年度未受診者及び平成30年
　度前半未受診者に対して電話による
　受診勧奨を行う。A507 特定健康診査事業

　市民の生活習慣の変化等
により、近年、糖尿病等の
生活習慣病の有病者・予備
群が増加していることか
ら、生活習慣病の早期発
見・予防を図る。

　40歳以上の被保険者を対象
に、メタボリックシンドローム
(内臓脂肪症候群)に着目した特定
健康診査を前半と後半に分けて
実施した。
（保健福祉センター外4箇所）

【前半（うち14日間）】
　6月19日～7月10日
【後半（うち14日間）】
　9月9日～10月2日

H28受診率：44.3％
H27受診率：43.6％
H26受診率：45.0％

28,084

　現在、特定健康診査の受診率は横
ばいの状況であり、受診率を向上さ
せるための取組を行う必要がある。



今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）
課題

○

④業務プロセスの改善

健康課
保険年金課

　保健指導を効果的に実施できるよう
に、面接方法の検討など保健指導者間
で共有を図り継続実施する。

A508 特定保健指導事業

国民健康保険被保険者が生
活習慣病の要因となってい
る生活習慣を認識し、自ら
生活習慣の改善と自己管理
を行うことで、健康的な生
活を維持できるようにす
る。

特定健診受診者のうち、特定保
健指導の対象者へ保健指導を実
施した。
≪平成２８年度実績≫
・対象者４５４人中、利用者
333人・終了者285人
・実施率：62.8％
・翌年度は特定保健指導の対象
とならなかった人の割合：
23.3％
※平成２９年度は現在進行中。

2,149

　特定保健指導利用者で、翌年度に
おいて特定保健指導の対象とならな
かった人の割合は、前年度
（18.8％）より上昇しているが、
県平均23.9％と比較し低い状況で
ある。

○

②手段・サービス水準の見直し

保険年金課

・現在行っている償還払いでの助成で
はなく、医療機関での現物払いによる
助成について検討を行う。

・医療機関からのデータ提供及びデー
タによる受診結果の集計が可能である
か検討を行う。

A509
人間ドック等受検費
用助成事業

　疾病の早期発見及び早期
治療に役立て、被保険者の
健康保持・増進を図り、医
療費の適正化に資する。

　白井市国民健康保険被保険者
及び千葉県後期高齢者医療被保
険者の人間ドック及び脳ドック
に係る受検費用の一部助成を
行った。

【国保（3月末現在）】
　・人間ドック助成
　　367件　7,112,700円
　・脳ドック助成
　　62件　1,001,900円
　・人間・脳ドック併用助成
　　41件　1,428,100円

【後期（3月末現在）】
　・人間ドック助成
　　59件　1,150,900円
　・脳ドック助成
　　18件　308,400円
　・人間・脳ドック併用助成
　　4件　125,400円

【国保】

9,543

【後期】

1,585

　人間ドック等の助成においては、
償還払いで行っているため、受検者
が一時的に受検費用を全額負担する
必要がある。
　また、受検結果の集計について
は、職員による手入力で行っている
ため、事務負担軽減について検討す
る必要がある。
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○

②手段・サービス水準の見直し

教育総務課

　補助金のあり方の基本方針に基づく
補助金の見直しを行い、補助金の交付
基準に合わせて、平成30年度から補助
率を2/3から1/2に変更する。
　また、新規の申請件数からみても事
業の必要性が薄れてきたことは事実で
あり、経済状況等からも現在の実情に
そぐわない制度となりつつあるため、
前期実施計画の最終年度である平成32
年度で廃止する方向で、廃止すること
についての周知方法や現在交付決定さ
れている対象者の経過措置等について
来年度から検討していく。

B101
教育資金利子補給事
業

　教育の均等及び経済的負
担の軽減を図り、家庭にお
ける子育てを支援する。

教育資金利子補給交付
継続（Ｈ25～Ｈ28）
60件　1,025,514円
新規（Ｈ29）
16件　　122,296円

計　76件　1,147,810円

1,148

　補助金のあり方の基本方針に基づ
き、補助率等の検討を行う必要があ
る。

○

②手段・サービス水準の見直し

教育支援課

　国の方針に対応した外国語教育・外
国語活動の推進のため、平成29年度に
プロポーザルにて業務委託業者の選定
を行い、平成30年度よりALTを１３名
に増員し、さらなる学習環境の充実化
を図る。

B102 ＡＬＴ配置事業

　語学教育及び国際理解教
育を推進する。

　市内の公立小・中学校にＡＬＴを
計９名配置した。外国語科・外国語
活動の授業においてALTを活用す
ることにより、児童生徒の興味・関
心が高まった。また、話すこと・聞
くことを中心として学習意欲が向上
している。授業以外にも、学校行事
等でもALTの参加があり、国際理
解教育が推進されている。

37,585

　国はグローバル化に対応するた
め、子どもの英語力向上を重要な施
策と考えている。次期学習指導要領
で小学校５・６年生は外国語が教科
化、小学校３・４年は外国語活動が
必修となり、白井市は平成30年度
より先行実施する。また、中学校の
次期学習指導要領では、英語による
英語の授業を目指すため、授業の質
の向上が急務である。

○

②手段・サービス水準の見直し

教育支援課

・ケース会議や長欠サポート研修会等
への教育相談員の参加をとおして、学
校・市教育相談・市適応指導教室が協
働体制をつくり、具体的な取り組みを
実施していく。
・情報共有会議において、個々のケー
スの情報交換を積極的に行い、スクー
ルカウンセラーと市教育相談員との連
携を強化する。
・訪問を主とする市教育相談員の活用
を推進し、幅広い支援を提供してい
く。

B103 教育相談事業

　学校生活・家庭生活等
で、よりよい人間関係づく
りや充実した生活が送れる
よう相談者の悩みや課題へ
の支援をする。

・教育相談の実施
・学校との連携した支援のための
ケース会議の開催

3,670

　スクールカウンセラーとの情報共
有会議の充実を図り、スクールカウ
ンセラーと教育相談員との連携を推
進していく必要がある。

○

③他事業との連携・統合　

教育支援課

　教育相談と連携し、手が足りない場
合には、市教育相談員が支援にまわる
ようにする。

B104 適応指導教室事業

　学校に不適応を起こして
いる児童生徒に対し、学校
への復帰及び自立を促す。

・適応指導教室の運営
・学校復帰に向けた支援のための
ケース会議の開催

5,184

　長期欠席の児童生徒は、増加して
いるため、適応指導教室に通う児童
生徒が増加しているため、指導員の
対応が間に合わない場合がある。
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○

②手段・サービス水準の見直し

教育支援課

　平成30年度については、派遣と受入
れを実施する。平成31年度以後は、派
遣と受入れを交互に実施する。また、
派遣期間も10泊から7泊に短縮する。
引率者の内、市職員は2人から1人に減
らす。生徒1人当たりの補助は3万円か
ら1万2千円に減額する。受入れ期間を
8泊から6泊に短縮する。

B105 青少年国際交流事業

　青少年の国際理解を深め
るとともに、国際的視野を
広め、国際交流推進の担い
手となる人材の育成を図
る。

【派遣】
　派遣人数　生徒27人
　　　　　　　（中2、3年生）
　　　　　　引率教職員　5人
　派遣先　　オーストラリア
　　　　　　◯カヤブラム校
　　　　　　◯キーロー校
　派遣期間　8月16日～26日
　　　　　　（10泊11日）
【受入れ】　中止

2,868

　オーストラリアから白井を訪問す
る生徒が減少している。
　持続的且つ効果的に交流を実施し
ていくための見直しが必要である。

○

②手段・サービス水準の見直し

教育支援課

（１）学力・体力向上に関する調査研
究
○全国学力学習状況調査・千葉県標準
学力検査の分析とその活用について、
学力向上担当者会議や校内研修会等を
通じて、学校へ提案していく。
〇平成３０年度より２年間、市内の学
校を学力向上推進校と体力向上推進校
にそれぞれ１校を指定し、実践研究、
実践授業の公開について推進する。
（２）学校満足度に関する調査研究
○調査内容、結果が、教育に反映して
いくように研究をすすめていく。
（３）学級満足度に関する調査研究
（Ｑ-Ｕ）
○Ｑ－Ｕの内容及び活用などについ
て、校内研究をさらに充実させ、具体
的な活用や方法について、手立てを提
案していく。

B106
教育課題調査研究事
業

　市の教育課題を的確に把
握し、今後の教育を見通し
て一定の方向性を見出して
いく。

（１）学力向上に関する調査研究
　　　桜台小学校を指定。
（２）体力向上に関する調査研究
　　　清水口小学校を指定。
（３）学校満足度に関する調査研
　　　究
　　　小１～中３までを対象にア
　　　ンケート調査を実施
（４）学級満足度に関する調査研
　　　究（Ｑ-Ｕ）
　　　小１～２は年１回、小３～
　　　中３は年２回実際

9,379

・各調査の分析をもとに、授業改善
に生かしていけるよう、学力向上推
進会議や校内研修会等での継続的な
指導及び助言を今後も行っていく必
要がある。
・学校・学級満足度調査の研究結果
を各学校で十分活用していく必要が
ある。
・学力及び体力向上推進校における
実践研究の成果を市内小中学校に効
果的に広めていく必要がある。

○

③他事業との連携・統合

学校政策課
情報管理課

　機器・ネットワークなどの管理を情
報管理課に移管し、市役所の機器・
ネットワークと一体的に整備・管理を
行うことにより、セキュリティを始め
とした管理水準を市役所と同等のレベ
ルに引き上げる。B107

教育の情報化推進事
業

　小中学生がパソコンの基
本的な操作を身につけ、各
教科等の学習活動でパソコ
ンを活用できる環境を整え
る。
　教員がパソコンを活用
し、授業のための情報収集
や資料作成・提示ができる
環境を整える。
　学校における情報発信や
学校事務の軽減を図る。

・教育ネットワークの維持
・教職員一人１台のパソコンの維持
・各学校１教室のパソコン教室の維
持
・校務支援システムの維持
・ファイルサーバ等の外部記憶装置
の維持
・校務用シンクライアントシステム
の維持
・資産管理システムの維持
・ITコーディネーターの雇用

90,217

　情報セキュリティにおいて、市役
所のセキュリティより劣っているた
め、市役所と同等のレベルに整備し
ていく必要がある。
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○ 教育総務課B110
学校給食共同調理場
建替え事業

  老朽化した現在の学校給食
共同調理場を民間の資金と
ノウハウを活用できるＰＦ
Ｉ方式により施設を整備
し、併せて１５年間の調理
などを委託し、おいしくて
安全・安心な給食を継続的
に提供する。

・基本設計、実施設計の作成
・各種行政手続きの実施
・施設整備に着手

7,381

○

②手段・サービス水準の見直し

教育支援課

　特別支援教育に関する基本的な理論
等を踏まえた研修とともに、より指導
につながる実践的な内容（事例研究、
各障がいについて各論等）の研修を行
い、指導内容の充実につなげる。

B108 特別支援教育事業

　特別支援教育における就
学相談及び個別支援の充実
を図る。

・個別支援学級在籍児童生徒の増加
や多様化に伴い介助員を１名増員し
た。（22人→23人）
・ライフステージに応じた適切な支
援を充実するため、ライフサポート
ファイルの活用を推進した。学校教
職員向けの研修等の充実を図った。

33,105

　個別支援学級在籍児童生徒の増
加、多様化、また通常学級に在籍す
る特別な支援を必要とする児童生徒
への対応のため、職員の知識資質の
向上等が課題である。

○

②手段・サービス水準の見直し

教育支援課

　道路の整備が進み、危険個所が減少
してきていることから、対象地域及び
学年と集団登校する範囲を厳選する。

B109 学校安全対策事業

　児童・生徒が安全な学校
生活を送ることができるよ
うにする。

　交通安全教室の開催、学校安全ボ
ランティアの支援、登下校安全対
策、白井市通学路交通安全プログラ
ムを実施した。 9,588

　シルバー人材センターに登下校安
全対策の一環として委託している内
容（七次台小学校区西白井３、４丁
目の集団登校への付き添い）を見直
していく必要がある。

○ 教育支援課B111
小中学生の栄養指導
事業

　市内小中学校の児童生徒
に対し、学校給食をとおし
て健康的な食生活の大切さ
を伝える。

　野菜やきのこ類を苦手とする児童
生徒が多く、少しでも栄養のバラン
スよく食べられるように意識付けを
する必要があるため、市内小学校の
各教室を訪問し給食メニューをもと
に食育栄養指導を行った。
　中学生にも生活習慣病検診結果通
知時に健康的な食生活習慣について
話し、見直すきっかけをつくった。
　給食センターや各学校と連携し、
市内の児童生徒の食育の充実を図っ
た。

0
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○

②手段・サービス水準の見直し

生涯学習課

　参加者が固定されていたり、参加人
数が少ない大会は、ＰＲの強化方法、
大会の統合・廃止等を検討する。

B201
各種スポーツ大会開
催事業

　スポーツの普及振興、市
民の健康と体力の保持増進
を図る。

・白井梨マラソン大会
・スポーツフェスタ（体力測定、軽
スポーツ、スポーツゲーム等）
・各種スポーツ大会など（軟式野球
他17競技）

4,710

　参加者が固定されていたり、参加
人数等が少ない大会は、競技力向上
のためにも、改善工夫の必要があ
る。

○

④業務プロセスの改善

生涯学習課

　学校の直接軽費による事業実施に向
け関係課と協議を進める。

B202 立春式事業

　中学2年生（14歳）は、
内面的には自己を確立し、
外面的には社会の一員とし
て自分の責任を感じなけれ
ばならない年齢である。こ
の時期の生徒の実態に即し
た教育目標のもとに多様化
する生徒の個性、能力、適
性等を考慮し、人間性豊か
な生徒の育成を目指し、ゆ
とりと充実した学生生活の
推進を図る。

　各中学校長及び担当者で構成する
白井市立春式実行委員会に交付金を
交付した。

694

　学校教育の延長線上にある事業で
あることから、学校の直接軽費によ
る事業実施を含め、事務の効率化や
より特色ある事業展開の検討が必要
である。

○ 生涯学習課B203 青少年野外活動事業

　青少年が自分で課題を見
つけ、自ら学び、考え主体
的に判断・行動し、問題を
解決する力を養い、集団生
活の中でさまざまな体験を
することで「生きる力」を
身につける。

房総アドベンチャーの実施

477

　参加者の減少が見られること、ボ
ランティアの確保に毎年苦慮してい
ることから、事業の見直しが必要で
ある。
　青少年の生きる力を養うことは重
要視されているので、事業の改善を
図る必要がある。

○ 生涯学習課B204
子どもワンパク大会
事業

　子どもたちが大会を通じ
て相互の親睦と友情を深め
る機会を得る。

・子どもワンパク大会の実施
（平成29年度は南山小学校におい
て実施） 351

　団体や内容が形骸化している。

○

④業務プロセスの改善

生涯学習課
　社会教育指導員を配置し、家庭教育
の向上を図る。B205 家庭教育事業

　全ての教育の原点は家庭
教育に始まるため、家庭教
育の重要性とその向上を図
る。

・家庭教育講座の開催
・家庭教育通信の発行

144

　家庭教育が本来必要である人の参
加が見受けられない。

○

⑥市民等との協働を導入・拡大

企画政策課

・各事業の委託先である市民団体との
協働を今後も継続して実施していくた
め、検討、調整を図っていく。

B206 国際理解推進事業

　市民の国際的な視野を広
め、様々な異文化への関心
と理解を高める。

・友好都市交流事業(受入)の実施
・駐日大使講演会(アゼルバイジャ
ン)開催
・国際親善ミニサッカー大会開催
・世界のダンス＆フードフェスティ
バル開催

733

・国際理解の推進にあっては、専門
的知識（語学能力）が必要であるた
め、国際交流事業は、市民団体に委
託し、市との協働体制は取れている
が、隔年実施の友好都市交流事業
（受入）は市直営実施であるが、他
事業同様に専門的知識が必要である
ことから市民団体に委託できないか
が課題である。
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○

②手段・サービス水準の見直し

文化センター

　サービス水準や蔵書規模等のあり方
を検討し、今後の方向性を提示する。

B207
図書館サービス推進
事業

　市民の読書活動や自主的
な学習・調査活動を支援す
る。

　次のとおり各種図書館サービスを
提供した。
・図書館資料の貸出
・レファレンス・課題解決支援
・障がい者・高齢者サービス
・児童・青少年サービス
・月曜日を除く祝日開館の実施
・図書館カウンター業務委託調査研
究
・利用環境整備
平成２９年度
入館者数：272,476人（930人/
日）
貸出点数：
（個人）468,164点（1,598点/
日）
（団体）　23,065点

25,685

　各種図書館サービスを実施してい
くため、サービス水準や蔵書規模等
のあり方を検討し、今後の方向性を
提示する必要がある。

文化センターB208 図書館資料整備事業

　市民の読書要求に応じ
る。

　図書・雑誌・新聞などの資料の収
集（購入・寄贈受入）・整理・保
存・提供 20,760 ○

○

④業務プロセスの改善

文化センター

　市民にプラネタリウムの事業内容が
着実に届く手段を講じる。
・他課との連携
・市内および周辺の幼保小中学校への
定期的なチラシの配布
・ITのさらなる活用
・新聞･TV等メディアへの働きかけ

　他課との連携は、他課から情報発信
をしてもらうだけだでなく、プラネタ
リウム館来館者に他課のイベント等の
情報を発信し、市をアピールできる施
設、情報発信の場としても活用する。

B209
プラネタリウム館運
営事業

　学校教育・生涯学習の拠
点となる事業を通して、空
を見上げ、自然と触れ合え
る機会をつくる。

　ライフステージに応じた白井の特
色ある番組の制作、投映、講座等を
行った。
・一般向け投映、子ども向け投映
・幼児･学習投映
・星空コンサート
・天体観望会
・天文講座
H29年度来館者数　20,424人 12,553

　広報活動を行ってはいるが、満足
できるまでには到達していない。何
を行っているか知らない市民に事業
を周知する方法を見い出し来館して
もらう。



平成３０年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

分野 学習・教育 小分野 ３　文化・芸術 評価対象年度 Ｈ２９年度

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）
課題

○

④業務プロセスの改善

生涯学習課
　平成33年の市史編さん再開に向け組
織体制を整え、市史編さんの基本計画
を検討・制定する。

B301 市史編さん事業

　市史を編さんする。 ・歴史公文書や各種資料の収集
・市史編さん事業再開の検討
・各種研修への参加

22

　平成８年以降、市史編さん事業は
実質的に休止している。

○ 生涯学習課B302 文化財調査事業

　白井市の歴史を物語るよ
うな重要な文化財を見出
し、「白井らしさ」を高め
る。

・古文書調査の実施
・各種調査の実施

1,197

○ 生涯学習課B303
文化財保護・周知事
業

　白井市の歴史上重要であ
る指定文化財は「白井らし
さ」を象徴する要素の一つ
であることから、指定文化
財を活かして「白井らし
さ」を高める。
　また文化財の良好な保存
と活用を図る。

・指定文化財の指定（２件）
・看板の設置
・講演会等の開催
・指定文化財所有者へ保存・管理・
修理に対して補助金を交付
・白井市の指定文化財、なし坊の文
化財解説シートの印刷刊行

2,067

○ 生涯学習課B304
埋蔵文化財・文化財
記録・保護事業

　文化財を未来への遺産と
して伝える。

・埋蔵文化財包蔵地の試掘、確認調
査の実施
・出土品の整理
・調査集報の刊行
・史跡の測量調査の実施 1,188

○ 文化センターB305
市民学芸スタッフ古
文書修補活動事業

　市の歴史を伝える重要な
資料である古文書を、後世
まで良好な状態で守り伝え
る。

・古文書修補作業の実施
・古文書修補技能者の育成と技能の
継承
・研修者の受け入れ

201



今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）
課題

○ 文化センターB306
郷土資料館展示・教
育普及事業

　市民に市の歴史・文化を
知る機会や学ぶ機会を提供
することで市の教育、学術
及び文化の発展に寄与す
る。

・常設展「白井のあゆみ」の開催
・小川瓦木作品の展示替え
・企画展「くらしの中の文化財～身
近なお宝入門～」の準備・開催（１
回）
・古文書講座（初心者向け）
　古文書講座（初級者向け）
　郷土史講座の開催
　①「月待講・日待講の夜空」プラ
ネタリウム館との合同事業
　②「白井における江戸時代の結婚
事情」
・体験教室の開催
　まが玉づくり
　縄文時代の布づくり
　大福帳づくり
　和本づくり
Ｈ29年度来館者数　13,724人

635

○

⑫その他

生涯学習課

　事業内容・事業費の見直し、加盟団
体の連携強化を進める。

B307
文化を支える人材育
成支援事業

　文化振興を協働する市民
で組織した白井市文化団体
協議会の活動を支援する。

・白井市文化団体協議会活動への支
援（人材の育成支援・補助）。

800

　市民主体による文化振興を図るた
め、白井市文化団体協議会の自立し
た運営を進める必要がある。
　団体が実施している主催事業につ
いては、設立趣意を踏まえた内容で
の開催や参加費の有料化等の検討を
行うよう指導する必要がある。

○

⑦受益者負担の見直し

生涯学習課

　受益者負担を求めることについて市
民文化祭実行委員会と協議する。

B308 市民文化祭開催事業

　市民の公共的な文化振興
活動の成果発表と鑑賞の機
会を提供する。

・白井市民文化祭（一般部門及び児
童・生徒対象の学校部門）を開催。
・一般部門は市民文化祭実行委員会
へ補助金を交付し、市民との協働で
実施。

2,602

　受益者負担の適正化の観点から、
一般部門については出品料・出演料
など受益者負担を検討する必要があ
る。

○

②手段・サービス水準の見直し

文化センター

　幼稚園児・保育園児、小・中学校の
生徒及び保護者に事業の内容や魅力が
届くようなアナウンスをし集客に努め
る。子どもから高齢者まで幅広く足を
運んでいただける事業を展開してい
く。

B309
文化会館自主事業運
営事業

　市民に生の舞台芸術に触
れてもらう機会を提供し、
市民の芸術・文化に対する
関心を高めていく。

・市民を育てる事業として『学び』
をテーマとした鑑賞に体験型プログ
ラムを入れた事業を実施。
・トークによる解説を加えた鑑賞型
事業の実施
（文化会館運営協議会、学校等の意
見を取り入れ演目の選定を行う）

5,879

　『学び』からホールにリピートす
る人材の育成を目指しているが、集
客重視の演目にシフトしがちで、当
初の目的がなかなか達成できない。
また社会教育施設として、何をすべ
きかということの方向性をより明確
にする必要がある。



平成３０年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

課題

分野 産業・雇用 小分野 １　農業振興 評価対象年度 Ｈ２９年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

産業振興課C101 農業・農村交流事業

　市の農業・農村への理解
を深め、地元農産物を身近
に感じられる機会を提供す
る。

・市民農園開設方法の相談等
・直売所・朝市等の活性化支援
・各農業団体が自主的に事業を行え
るよう補助
・地元農産物のＰＲ活動を充実さ
せ、地産池消を推進
・学校給食等への地元農産物の供給
について関係各課と検討

763 ○

産業振興課

　農業研究会活動支援事業補助金につ
いて、補助金見直しスケジュールに基
づき、平成３１年度までに制度内容を
見直す。

C102
農業生産技術・経営
改善支援事業

　農業を取り巻く環境が変
化する中、生産技術の向上
や経営改善を図る。

・先進事例の調査・研究
・研修会・講習会の情報提供
・各種補助事業

1,600

　農業者団体への市単独補助事業に
ついて、補助金の交付方法及び補助
対象経費・補助率等を見直す必要が
ある。 ○

②手段・サービス水準の見直し

産業振興課

　人・農地プランの座談会における意
見交換、農地利用最適化推進委員や農
地中間管理機構等との連携により担い
手への農地集積の啓発、推進を図る。

C103 遊休農地解消事業

　適正な農地の管理と荒廃
化の未然防止及び遊休農地
の解消を図る。

・遊休農地の把握
・利用集積等の啓発・推進
・草刈機の貸出
・人・農地プランの見直し
・農業委員会との連携 191

　草刈機の貸出を行っているが、そ
れだけでは遊休農地の解消に繋げら
れないため、中心的担い手への農地
の利用集積を進める必要がある。

○

②手段・サービス水準の見直し



平成３０年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

課題

分野 産業・雇用 小分野 ２　商工業振興・雇用 評価対象年度 Ｈ２９年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

産業振興課

・創業支援を図るため、地域の関係支
援機関で連携したネットワークを構築
した創業支援事業計画に基づき、支援
強化を図る。
・経営なんでも相談を拡大し、経営・
創業なんでも相談を設置し相談内容を
拡大する。

C201
中小企業活性化支援
事業

　市内事業者の大部分を占
める中小企業の安定及び活
性化を図る。

・中小企業資金融資   7件
・　〃　利子補給     59件
・中小企業退職金共済   8事業所
・研究機関との情報交換等　４件
・商店街への補助金交付　7件
・経営支援セミナー開催 １回
・中小企業経営なんでも相談12回

40,908

　創業に関わる問い合わせが増えて
おり、中小企業経営なんでも相談の
中でも対応可能なため、広く周知し
ていく必要がある。

○

②手段・サービス水準の見直し

産業振興課

　ニュータウン事業用地は完売し、今
後は工業団地内の居ぬき物件などの情
報収集や、公益的施設誘導地区などへ
の企業立地の促進に繋がる制度設計を
検討する。

C202 企業誘致推進事業

　市内産業の振興と市民雇
用の促進を図る。

・企業誘致活動の展開
　　3件の企業立地実績
・企業立地奨励金の交付１件
・展示会等参加における情報収集
・関係機関との情報交換・連携

4,076

　関係機関や民間事業者と連携して
情報交換、情報収集し、企業誘致活
動をしているが、ニュータウン事業
用地も完売し、工業団地も企業が求
めるまとまった空用地がない状況で
ある。
　将来的な北千葉道路開通も見据
え、市には地理的優位性、ポテン
シャルがあるが、事業用地、商業用
地がないのが現状である。

○

④業務プロセスの改善

産業振興課
　ふるさとまつり実行委員会で、ふる
さとまつりの公園開催などを検討して
いく。

C203
ふるさとまつり支援
事業

　市民の融和と協調、産業
の発展を図り、ふるさと意
識の高揚に寄与する。

　ふるさとまつりを開催する実行委
員会を支援するとともに、補助金を
交付する。 4,150

　新庁舎の完成、給食センターの立
地などにより駐車場の確保が難しく
なり、会場について検討していく必
要がある。

○

②手段・サービス水準の見直し

産業振興課
　消費生活センターの相談員を４名か
ら５名に増員し、消費生活講座などの
回数も増やし啓発を強化する。

C204
消費生活相談・啓発
推進事業

　消費者被害の未然・拡大
防止を図る。

・消費生活相談実施
・消費者講座の開催
・消費者安全確保地域協議会

3,500

　詐欺の手口が年々巧妙になってお
り、被害の未然・拡大防止を図るた
め消費生活センターを広く周知して
いく必要がある。 ○

②手段・サービス水準の見直し



平成３０年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

課題

分野 環境・自然 小分野 １　生活環境保全 評価対象年度 Ｈ２９年度

事業
コー
ド

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

環境課
　粗大ごみ処理手数料の受益者負担
を見直す。D101

ごみの減量化・資
源化推進事業

　ごみ減量意識の高揚を図
り、ごみ処理に係る負担を
軽減するとともに、ごみの
資源化を図る。

・廃棄物減量等推進審議会の開催
（2回）
・生ごみ処理機等購入の助成
（15件）
・生ごみ堆肥化講座等の開催（2
回）

11,902

　減量化、資源化の意識向上につ
いて、ごみ減量アドバイザーを活
用し、効率性を高める。

○

⑦受益者負担の見直し

環境課D102
省資源・省エネル
ギー推進事業

　地球温暖化の防止及び環
境への負荷の低減に資する
エネルギーの有効活用を図
る。

　住宅用省エネルギー設備の設置
に対して補助金を交付した。
 【太陽光】23件
 【エネファーム】26件
 【蓄電池】23件
 【太陽熱】0件

6,779 ○

環境課

　効率的なカメラの設置と、不法投
棄禁止看板の設置を進める。

D103
不法投棄防止対策
事業

　市民への不法投棄をしな
い、させない意識付けを行
うことにより、不法投棄さ
れない環境をつくる。

・監視パトロールの実施（月２
回）
・監視カメラの増設・設置運営
（移動式監視カメラ２台購入）
・啓発活動
・不法投棄物の撤去、適正処理

2,836

　監視カメラの設置と不法投棄禁
止看板の設置により、大規模な不
法投棄は減少しているが、家庭ご
みの不法投棄は依然として多い。 ○

 ⑩工法や仕様の見直し

環境課D104
水質調査・地下水
汚染対策事業

　水質汚濁や地下水汚染の
状況を確認・監視し、水質
汚濁・水質汚染の防止対策
を講じるための基礎資料と
する。

・神々廻地区の地下水汚染対策
・河川等の水質調査
・民家井戸の水質監視（平塚）
・地下水汚染機構解明調査
（工業団地）

4,160 ○

上下水道課
　補助制度の周知と水質汚濁防止の
観点から、市民及び市内業者へPRを
強化する。

D105
合併浄化槽等設置
促進事業

　生活雑排水による公共水
域（河川・湖沼）の水質汚
濁を防止する。

　高度処理型合併処理浄化槽の設
置者に設置費用の一部を助成
　補助実績　４基

2,161

　単独処理浄化槽・汲み取り便所
からの合併処理浄化槽への転換が
少なく、計画基数を下回ってい
る。

○

⑫その他



課題
事業
コー
ド

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

建築宅地課

　

D106
アスベスト分析調
査・除去工事補助
事業

　吹付けアスベストが使用
された建築物からのアスベ
スト飛散による市民の健康
被害を防止、生活環境保全
を図る。

　吹付けアスベスト分析調査及び
除去工事を行う建築物所有者やマ
ンション管理組合を対象に、吹付
けアスベスト分析調査に要する経
費や吹付けアスベスト除去工事に
要する経費に対する補助制度を運
用した。（実績0件）

0 ○



平成３０年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

課題

分野 地域・安心 小分野 １　地域のまちづくり 評価対象年度 Ｈ２９年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

市民活動支
援課

・拠点機能、情報収集・発信機能等を
中心に充実を図る。
　　情報誌フロンティアの見直し　他
・外部の中間支援組織へ業務委託し、
市民コーディネーターを育成する。

E101
市民活動推進セン
ター運営事業

市民団体との共同体制の構
築と市民活動の推進を図る
ため、市民活動推進セン
ター登録団体（市民活動推
進センター運営委員会）に
市民活動推進センターの一
部管理運営業務を委託す
る。

　市民活動推進センターの一部管理
運営業務を委託した。
・市民交流フェスタの実施
・情報誌「フロンティア」の発行及
び配布
・市民活動ネットワーク便覧の発行
及び配布

　平成３０年度に市役所東庁舎に移
転し、「しろい市民まちづくりサ
ポートセンター」として、センター
の7つの機能を段階的に充実させて
いくこととした。

3,460

　しろい市民まちづくりサポートセ
ンターの市民コーディネーターの育
成による機能充実及び自立的な運営
を進める必要がある。

○

②手段・サービス水準の見直し

市民活動支
援課

　継続的な支援を行うことにより公益
活動の活性化を促進させるとともに、
市民と市の協働事業へつなげる仕組み
づくりとしての補助制度も併せて検討
していく。

E102
市民団体活動支援補
助事業

公益活動を行う市民団体を
支援し、市民と行政との協
働によるまちづくりを支援
する。

・市民団体活動支援補助金の交付
（活動促進型）５団体
（活動発展型）２団体

・補助率及びスケジュールの見直し

・平成30年度市民団体活動支援補
助金交付希望団体の募集

1,087

・補助金制度を広く周知し、応募団
体を増やしていく必要がある。
・補助金交付団体に補助やヒアリン
グ支援により、公益活動の活性化と
自立した団体を増やしていく必要が
ある。 ○

②手段・サービス水準の見直し



平成３０年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

課題

分野 地域・安心 小分野 ２　災害対策 評価対象年度 Ｈ２９年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

危機管理課

・機能別消防団の導入に向けて、整備
を行う。
・女性消防団の導入について引き続き
検討する。
・消防団員が活動しやすい環境の整備
と安全を確保するための装備充実に取
り組む。

E201 消防団体制強化事業

　消防団を中核とした地域
防災力の向上を図る。

・消防団員確保に係る広報
・消防団安全装備品(雨衣)を購入
・消防団救助資機材(手斧)を購入

1,711

　消防団員の就業形態の変化、核家
族化等による地域の担い手不足か
ら、消防団員の確保が困難になって
いる。

○

⑫その他

情報管理課E203
庁舎整備に伴うネッ
トワークの構築事業

　庁舎の新築及び改修のた
め、情報システムを結ぶ新
たなネットワークの整備・
構築を行う。

・本庁舎の新規ネットワーク配線
・市役所旧庁舎から本庁舎への情報
機器等の移設
・市役所本庁舎および保健福祉セン
ターへのWi-Fi機器設置

66,924 ○

建築宅地課E204
建築物耐震化支援事
業

　災害に強いまちづくりを
推進するため、旧耐震基準
の戸建て住宅の耐震化を促
進する。

・戸建住宅耐震診断補助（0件）
・戸建住宅耐震改修補助（1件）
・区分所有の共同住宅耐震診断補助
（0件）
・木造住宅耐震診断相談会（5回）

535 ○

管財契約課E202 庁舎整備事業

　災害に強いまちづくりと
しての防災拠点機能の確
保、市民の利便性の向上、
効率的で働きやすい行政機
能の整備を目的として、市
役所庁舎の新築、改修を行
い、安全性及び利便性を向
上させるとともに施設の長
寿命化を図る。

　平成２８年度から継続して工事を
行っていた本庁舎（新築棟）が完成
し、引渡しを受け、本庁舎での業務
を開始した。
　その後、東庁舎（減築改修棟）の
改修工事に着手し、工事の完了及び
引渡しを受けた。

2,492,575 ○



平成３０年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

課題

分野 地域・安心 小分野 ３　防犯・交通安全 評価対象年度 Ｈ２９年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

市民活動支援
課

　防犯灯のLED化への検討と併せて、
自治会が管理している防犯灯を市でま
とめて管理するように移行し、防犯
灯・街路灯の一元管理をすることで、
管理の効率化及び歳出を削減する。

E301 防犯対策事業

　市民が自らの地域を守る
という自主防犯意識を醸成
し、地域の防犯力を高める
とともに、犯罪の抑制を図
る。

・防犯指導員の委嘱、講習会
・青色防犯パトロール車の貸し出し
・防犯灯の新設

2,627

　防犯灯の管理主体の一元化を検討
する必要がある。

○

④業務プロセスの改善

市民活動支援
課

E302 交通安全対策事業

　市民が交通事故に遭わな
い・交通事故を起こさない
ための交通安全意識の高揚
を図る。

・市内小中学校、保育園等へ交通安
全教室の実施
・街頭啓発活動
・交通事故防止のための注意喚起看
板設置

1,688 ○

都市計画課

　引き続き、放置禁止区域内における
指導や啓発に努めるが、より効果的な
時間や場所について検討する。E303 放置自転車対策事業

　公共の場所における歩行
者等の通行の安全を図り、
良好な生活環境を確保す
る。

・放置禁止区域内における指導
　（注意書の貼付）
・放置禁止区域内における啓発
　（路面標示の設置）
・放置自転車等の撤去
　（移送・保管・返還）

1,262

　放置自転車の根絶が難しい。

○

②手段・サービス水準の見直し



平成３０年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

課題

分野 都市・交通 小分野 １　住環境 評価対象年度 Ｈ２９年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

都市計画課F101 都市公園等整備事業

　住みやすい環境づくりを
推進する。

・冨士公園用地取得（千葉県地方土
地開発公社が代行買収）

4,732 ○

建築宅地課F102 住み替え支援事業

　安心して暮らすことので
きる住環境を整備し、移住
定住を促進する。

　子育て世代や高齢者を対象に、ラ
イフスタイルと居住する住宅のミス
マッチを解消し、位置、広さ、設備
などが現状のライフスタイルに合致
する住宅への住み替えを支援する方
策を検討した。

0 ○

建築宅地課
　後期実施計画に向けて、事業の方向
性について検討する。F103

住宅リフォーム助成
事業

　市民の生活環境の向上に
資するとともに、市内産業
の活性化及び雇用の創出を
図る。

　自己の居住する住宅のリフォーム
工事を行う者等を対象にして、住宅
のリフォーム工事に要する経費に対
し補助金を交付した。（実績103
件）

7,900

　国県支出金の配分額が要望額より
大幅に下回り、事業の執行に支障を
きたしつつあることから、本事業の
今後の方向性を再検討する必要があ
る。

○

⑫その他

建築宅地課F104
マンション対策支援
事業

　マンション管理組合が抱
える様々な問題に対応す
る。

・分譲マンションの管理組合に対
し、マンション管理アドバイザーを
派遣（2回）
・マンション管理士会主催のマン
ション管理セミナーや個別相談会の
後援

40 ○



平成３０年度事務事業評価シート（重点戦略外事業）

課題

分野 都市・交通 小分野 ２　生活基盤 評価対象年度 Ｈ２９年度

事業
コード

事務事業名 事業目的 Ｈ29年度取組状況
Ｈ29
事業費

（千円）

今後の方向性
担当部課現状

継続
改善
継続

改善手法/改善内容
休・
廃止

終了

上下水道課
　次期（H32～H36）生活基盤施設耐
震化等事業計画において完了するよう
計画する。

F201 配水施設整備事業

　安全な水の安定供給と水
道の普及を促進する。

・配水管の整備工事
・配水場の建設工事
・配水管の整備実施設計

945,823

　給水区域において配水圧の低下が
懸念されることから、管網整備、配
水場の早期稼働を図る必要がある。

○

⑨整備水準・期間の見直し

上下水道課

　事業承認区域の汚水管渠整備が99％
を超えたことから、重点戦略外事業か
ら外す。

F202
汚水排水施設整備事
業

　良好な生活環境の形成と
公共用水域の水質を保全す
る。

・汚水管渠の整備工事
・ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ場の建設工事
・汚水桝設置工事

46,926

　事業承認区域内の未設置汚水桝に
ついて協議により設置する。

○

⑫その他

上下水道課

　都市計画事業であることから、都市
計画税を財源に活用する。F20３

雨水排水施設整備事
業

　市街地の浸水を防除する
とともに、良好な都市環境
の形成と公衆衛生の向上に
寄与する。

・雨水管渠の整備工事

125,146

　近年の集中豪雨の増加により早期
の雨水排水整備が求められている
が、事業費が高額であり、整備の迅
速化が図れない。 ○

⑧特定財源の活用

道路課
　事業の効率性、経済性を踏まえた整
備方法の検討を行い、事業を継続す
る。

F204 水路維持改修事業

　道路雨水等の排水機能を
確保し、道路冠水の解消、
汚濁水の滞留に伴う悪臭等
の抑制を図る。

・河原子地区水路改修工事
・西白井地区調整池の除草作業

27,986

　近年の集中豪雨の増加により、雨
水排水整備の重要性が高まっている
が、事業費が高額であり、整備の迅
速化が図れない。

○

②手段・サービス水準の見直し


